
（５）　平成29年（2017年）12月15日 あきる野市役所　☎（042）558－1111（代）

（８）定員の状況　部門別職員数の状況と主な増減理由

（９）給与水準

４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（注）１　職員数は、一般職に属する職員数であり、派遣職員を除いています。
　　　２　［　］内は、再任用短時間勤務職員であり、外書きです。
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主な増減理由

防災関係業務の増(1)、契約関係業務の増(1)、事務の移管による増(2)、

財務会計システム更新事務終了に伴う減(△1）

都への研修派遣終了に伴う補充職員の減(△1）

子育て支援拠点施設整備に伴う増(3)、非常勤保育士退職に伴う補充に

よる増(1)、休職者補充のための一時的な重複配置による増(1）

母子保健事業充実による増(1）

組織改正に伴う商工一般部門の増(2)、事務の移管による減(△2)、組

織改正に伴う観光部門の減(△3）

住宅係の新設に伴う増(3)、東京都の新規研修派遣に伴う増(1)、退職

者不補充及び再任用短時間勤務職員の補充による減(△2）

学校給食センター建設に係るPFI所管係の新設に伴う増(1)、組織改正

に伴う保健体育一般部門の増(2)、オリパラ組織委員会への新規研修派

遣に伴う増(1)、組織改正に伴う減(△2)、退職者不補充に伴う減(△1）

新制度に向けた国民健康保険法の改正に伴う増(1）
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（各年４月１日現在）

　平成28年４月１日現在で、国の一般行政職職員の給与を100とした場合、東京都は101.6で、あき

る野市は99.1です。都内26市中で3番目に低い水準となっています。

（１）勤務時間（平成29年４月１日現在）

　職員の勤務時間は、基本型は午前８時30分から午後５

時15分までの１日７時間45分、週38時間45分です。

　地方公務員の育児休業等に関する法律に基づき、子を

養育する職員の継続的な勤務を促進するため、子が３歳

に満たない場合は「育児休業」を、小学生未満の場合は

１日の勤務時間のうち２時間を限度として勤務しないこ

とができる「部分休業」を取得することができます。

　平成28年度末における退職者（課長

級以上）の再就職の状況

　　● 国の機関など…１人

　　● 民間企業など…１人

（２）休暇の状況

　休暇の種類は、年次有給休暇、病気休暇、公民権行使

等休暇、妊娠出産休暇、妊娠症状対応休暇、早期流産休

暇、母子保健健診休暇、妊婦通勤時間、育児時間、出産

支援休暇、育児参加休暇、子どもの看護休暇、生理休

暇、慶弔休暇、感染症予防休暇、災害休暇、事故休暇、

業務停止休暇、骨髄液提供休暇、ボランティア休暇、夏

季休暇、短期の介護休暇、介護休暇及び介護時間があり

ます。

　平成28年の年次有給休暇の平均取得日数は10.2日です。

（３）育児休業の状況（平成28年度）

問合せ 職員課人事給与係

育児休業の承認件数

育児休業期間延長の承認件数

部分休業の承認件数
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公務災害

通勤災害
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1,744

(単位：人)

(単位：人)

(単位：人)

(単位：人)

(単位：件)

(単位：件)

５　職員の分限処分と懲戒処分の状況６　職員の服務の状況

　全ての職員は、全体の奉仕者として公共の

利益のため勤務し､職務遂行に当たっては全

力を挙げて職務に専念しなければなりませ

ん。職務遂行に関して職員が守るべき義務は

次のとおりです。
　● 法令等及び上司の職務上の命令に従う義務
　● 職務に専念する義務
　● 信用失墜行為の禁止
　● 秘密を守る義務
　● 政治的行為の制限
　● 争議行為等の禁止
　● 営利企業等の従事制限

　分限処分とは、職員が一定の事由によりその職責を十分に果たすこ
とができない場合に、本人の意に反する不利益な身分上の変動をもた
らす処分です。分限処分には、免職、休職、降任、降給の４種類があ
ります。
　懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うこ
とにより、公務における規律と秩序を維持することを目的とする処分
です。懲戒処分には、免職、停職、減給、戒告の４種類があります。
　平成28年度の分限懲戒処分の状況は次のとおりです。

９　職員の福祉と利益の保護の状況

７　退職管理の状況

（１）福利厚生制度

８　職員の研修の状況

職員研修実施状況（平成28年度）

（２）健康診断の実施状況（平成28年度）

　職員の厚生制度として、地方公務員法第42条の規定に基づき、あ

きる野市職員互助会を設置し、職員の保健、元気回復その他厚生に関

する事業を実施しています。 職層別研修（新任研修、係長新任研修

等）、講師養成研修、法務・自治体経

営研修、情報処理研修、専門職研修、

実務研修、特別研修、スポット研修

より専門的な研修（地方公会計特別研

修、法律研修「不動産法務科」、福祉

事務所地区担当員（新任）研修など）

通信教育講座

［秘書検定、社会福祉主事資格認定通

信課程（公務員課程）］

職場研修会

（業務で必要な知識、技能、思考力な

どを職場全体で向上させるため課ごと

に取り組む研修）

テーマ：自治体における内部統制につ

いて、行政法～行政不服審査法を中心

に～、改正行政不服審査法に基づく審

査請求手続きについて、新たな自治体

情報セキュリティ対策の抜本的強化に

ついてなど

新任職員研修、新任職員フォロー研

修、新任職員指導者研修、再任用職員

研修、説明能力向上研修、安全衛生科

「生活習慣病予防」、普通救命講習、

コーチング研修、ダイバーシティ・マ

ネジメント研修など

10　公平委員会の業務の状況（平成28年度）

（１）勤務条件等に関する措置の要求の状況

　あきる野市は、11市５町８村12一部事務組合で共同設置している

東京都市町村公平委員会に加入しています。業務内容は、職員の給

与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査､判定し必

要な措置を行います。また、職員に対する不利益処分についての審査

請求に対する裁決を行っています。

（３）公務災害補償の状況

　公務上及び通勤途上の災害によ

り、負傷または死亡した場合には、

地方公務員災害補償基金から一定の

補償が行われます。（平成28年度

中に認定された件数）
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（２）不利益処分に対する審査請求の状況

(単位：人)
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